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平成１５年２月１８日
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～予算の編成方針～

地方財政制度に関する「三位一体改革」により、国庫補助負担金の削減や地方交付税総額の抑

制が図られたことに加え、景気情勢の悪化に伴い県税収入の大幅な落ち込みが予想されたことか

ら、極めて厳しい状況下で、２年連続となるマイナス予算の編成を余儀なくされた。

このため、予算編成にあたっては、３年先も見越した財政の健全性維持に留意しつつ、「入る

を計りて出ずるを制す」という原点に立ち返って、予算要求段階から経常的経費を中心に事務事

業の徹底した見直し等行財政改革の断行により財源を捻出し、喫緊の重要戦略・課題への重点配

分を行うなど、従来にも増してメリハリの効いた「重点増減方式」を徹底したところである。

また、県民本位、コラボレーション（協働）型予算編成の一環として、「行政のアカウンタビ

リティ」を高めるため引き続き予算編成プロセスを積極的に公開するとともに、納税者の代表か

らなる「納税者懇談会」を開催するなど、県民ニーズを一層予算に反映させるよう努めた。

最 重 点 戦 略

・『夢おこし教育２１』～個性を伸ばし、未来に羽ばたけ～

・２１世紀の健康・医療対策（『元気で・長生き岐阜県』づくり）

重 点 戦 略

・定住人材のフル活用・外部人材の導入

・緊急対策としての雇用の確保

・分権国家の構築、自主・自立・自衛・自給体制整備

〔予算編成の留意点〕

現下の厳しい財政環境を踏まえ、また「人間中心主義」に立脚した予算への転換を図るため、

次の点に留意しながら予算編成を行った。

・行財政改革の推進
→行政評価システムによる既存事務事業の徹底した見直し

・「重点増減方式」による予算編成
→経費分類の明確化と削減要求基準の設定による経常的経費の厳格な見直し
県単独継ぎ足し補助金の整理合理化

・アウトソーシング導入の推進
→経費削減、雇用確保対策、県民協働型県政推進の視点から既存事務事業の点検

・地域予算編成の充実
→現場ニーズに基づいた地域予算の実効性確保のため、横割・横断的視点に立った編成作業の実施

・経費の節減合理化
→建設事業費のコスト縮減、調達方式の見直し、予算計上方法の工夫等による節減合理化

・多様な歳入の確保等
→法定外目的税（乗鞍環境保全税）の新設、外部資金や交付税措置のある有利な県債の最大限の活用、

県債の目的の明確化と県政への参画意識の高揚を図るため「ぎふ県民債」の拡充

→将来の不測の事態に対応する余力を残すため、基金はルール化されているもの以外原則取崩しを行わな

い方針を堅持
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１ 平成１５年度当初予算の編成過程

○ １５年度当初予算の編成に当たっては、国や地方の三位一体改革により国庫補助負担金の削減

や地方交付税総額の抑制が図られたことや、県税収入の大幅な落ち込みなどにより極めて厳しい

状況下で、２年連続となるマイナス予算の編成を余儀なくされた。

このため、３年先も見越して中期的な財政の健全性維持に留意しつつ、経常的経費の思い切っ

た削減に努め、その上で緊急の行政課題に重点的に予算措置をしていくという作業を行うことと

した。

［歳入の見込み］

○ まず、「歳入予算」については、地方財政計画、景気動向等を勘案し、現段階で見込み得る額

を精査して計上した。

�県税収入

・消費の低迷やデフレの影響などにより、法人二税が大幅に落ち込むこと、

・郵便貯金の減少や、定期から普通預金へのシフトなどにより利子割県民税が大幅減すること、

などを要因として大幅な落ち込みとなる見通しであり、１，９３７億円と見込み得る最大額

を計上した。

�地方交付税

・国の交付税配分の試算値等を基礎として、２，０１４億円を計上した。

�県 債

・県債発行額を極力抑制 し、交付税算入のある有利な県債を最大限活用す(県債依存率１１％以下)

ること、

・地方交付税の一部が振り替わった「臨時財政対策債」（赤字地方債）は理論算定上の限度額

一杯である４８０億円まで活用（交付税算入率１００％）すること、

などにより、１，２９７億円を計上した。

�基金繰入金

・１４年度末の基金残高見込み約８３６億円は、中期財政見通しを踏まえ、可能な限り温存を

図る観点から、ルール化されているものを除き原則取崩しは行わず、特定留保すべきものを

除いた実質取崩し可能額約１２０億円は温存した。

・一方、県有施設整備基金（特定留保分）や緊急雇用創出特別対策基金などのルール化分及び、

１４年度決算剰余金の活用分として、１６１億円を計上した。

［歳出の見込み］

○ 「歳出予算」については、予算の要求段階から事務事業の徹底した見直しを行い、経費の大幅

な削減を行った。

・行政評価システムによる事務事業の徹底した見直し 約▲１３５億円

○ また、予算編成段階では、執行時における調達方式の見直し、事業内容の見直し、有利な県債

を最大限活用する等により以下の調整を行うとともに、個別項目毎の予算額も一層の縮減に努め

た。

・予算計上時期、手法の調整による減額 約▲３６億円

・国補正予算の活用による公共事業費の調整 約▲７５億円

・調達方式の見直しによる経費縮減 約▲ ４億円

・県単独補助金の廃止・見直し及び国庫補助事業の見直し 約▲１３億円
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�人 件 費

・人件費については、給与改定減（▲２％）を見込み、知事部局では職員定数の削減計画を通

じて縮減に努め、▲３．９％減とした。

知事部局 ４３０ → ４１３億円 ▲３．９％

・なお、人件費総額では▲１．２％減となるが、これは、県の施策として治安対策強化のため

の警察官の大幅増強（６０人増）、教育改革の着実な推進（少人数指導の実施など）に伴う

教職員定数の増員（１４３人増）を図ったことによる。

�公共事業費

・国の公共事業費は▲３．７％の減で、これを前提に地方交付税、地方債などの地方財政対策

は計画されているが、景気対策等の観点からある程度の事業量を確保する必要がある。

・そこで、国補正予算を活用し「１５ヶ月予算」としてとらえ、前年度を上回る事業量を確保

した。（公共枠配分事業の当初予算規模では１，０３２億円 ▲８．５％減）

公共枠配分事業 １，１２８億円 → １，１７１億円（ ３．８％増）

�単独建設事業費

・県単枠配分事業は、以下の観点から一定規模の事業量確保が必要である。

(1 ) 景気の下支え、地域の雇用対策

(2 ) 災害時の応急復旧等、地域の活動を支える中小零細建設関連企業の存続

・そこで、事業規模については、県税収入伸び率に連動して見積もり、地域別の必要事業投資

額の調整を図りながら検討を加えた結果、臨時特別枠として地震防災対策事業２０億円を上

乗せすることにより、当初予算では４５０億円を確保した。

�その他経費全般

・「人間中心主義（県民主役）」の視点から施策を総点検・再構築し、下記の重点戦略を中心

に、「人づくり」も含めた将来への投資に予算を重点配分した。

[1 ] 定住人材のフル活用・外部人材の導入

(1 ) 知恵を活かすためのインフラ整備(ソフト・ハード)～人を活かす環境整備～

(2 ) 知恵を生む人づくり（「人づくり」は公共投資・公共事業）

(3 ) 知恵産業おこし（知恵で創る・知恵で売る・知恵を生む人づくり）

[2 ] 緊急対策としての雇用の確保

(1 ) 雇用対策、(2 ) 雇用誘発効果の高い「交流産業」の振興、(3 ) 民業（ＮＰＯを含む）

を生む「アウトソーシング」の徹底

[3 ] 分権国家の構築、自主・自立・自衛・自給体制整備

○ 分権国家の構築を国に迫ると同時に、地方自らが自主・自立・自衛・自給体制を整備

し、地域のことは地域で守っていく「地域自立戦略」を展開

［財 源 対 策］

○ 予算編成の各段階において、以上のような諸要素を踏まえて協議、調整に努めたが、最終的に

歳入歳出見込みの財源不足額が約▲４０億円程度生じる結果となったことから、県債の追加発行

で対応することとした。

○ 平成１５年度当初予算の総枠は、次の通り決定された。

・予算規模 ８２０，２３０，０００千円 前年度比▲１．７％減
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◆ 「ぎ ふ 県 民 債 」の 発 行 に つ い て

趣 旨

・県民に「県債（借金）の目的」を理解してもらうために！

何のために借金をするのかという「目的」を明確にするため、平成１４年度当初予算から現在の

国の定めた全国一律の分類を「県民の視点から見て分かりやすい」分類を導入した。

・県民に県政への参加意識の高揚を図るために！

県民が、県の財政状況や事業などに一層の関心を持ち、県債の個人引き受けを行うことにより、

積極的に県政へ参画していただくことを目的とする。

分かりやすい県債の分類
（単位：百万円）

新しい分類 １４年度 １５年度 差 引 内 容

21世紀を支える若者の教育や文化・体育施設などの整備教 育 改 革 債 4,767 5,347 580

使うべき税金を減らす観点から健康を増進するための施設の整備健康づくり債 － 1,127 1,127

安全・安心な暮らしが送れるように、治山、治水、災害対策、住宅、安 全 安 心 債 22,229 25,647 3,418
治安施設などの整備

環境と調和した循環型社会の形成、自然との共生のための施設の整備環 境 保 全 債 1,876 1,507 △369

都市の魅力再生、豊で活力のあるまちづくりの実現のための施設、市新 し い 10,705 9,010 △1,695
町村を連携する交通ネットワークの整備まちづくり債

県民の便利で、快適な生活を支える道路、公園、水道施設などの整備生 活 基 盤 債 33,269 33,361 92

高齢者・障害者などが安心して暮らせるための施設の整備福 祉 対 策 債 1,014 1,818 804

ＩＴを活用した活力ある地域社会の実現、地域間格差の是正のための情 報 革 命 債 3,294 312 △2,982
情報基盤施設などの整備

地方交付税の減額及び恒久的な減税実施に伴う県税の減収に相当する赤 字 地 方 債 29,468 51,597 22,129
財源の赤字補てん

合 計 106,622 129,726 23,104
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「ぎふ県民債」発行１５年度概要

１００億円程度○発行規模

○対象施策

教育債 ～知恵を生む人づくり 未来勢力の育成～

（例示）・学校建設事業

・教育用パソコン整備

・園芸アカデミー整備

健康債 ～使うべき税金を減らすためには「健康」～

（例示）・南飛騨健康保養地構想の推進

安心債 ～自衛・自主・自立・自給体制の整備～

（例示）・県立高校耐震補強

・災害に強い道路づくり

１０月を予定○発行時期

圏域に区分できる事業は圏域別で、できない事業は全県で募集○募集方法

５年満期一括以上を検討○償還方法

できるだけ低利率となるよう工夫○利 率

アンケート結果による県民の声を反映しながら、可能な限りアウトソーシングを検討○発行事務
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２ 予 算 規 模 等 の伸 び

� 予 算 規 模

（１４年度当初） （１５年度当初）

８３４，６５０ 百万円 → ８２０，２３０ 百万円

県 地方財政計画 国

１５年度 △ １．７％ △ １．５％ ０．７％

１４年度 △ ４．７％ △ １．９％ △ １．７％

景気情勢の低迷に伴う県税収入の大幅な落ち込み、基金残高の減少、公債費負担の増嵩
など厳しい財政環境のなか、今後の財政運営への負担を軽減しつつ、景気・雇用確保対策
にも十分配慮して一定規模の事業量を確保した。
さらに、現下の厳しい経済状況を踏まえ、雇用確保対策を強化する視点から、「臨時・

雇用特別対策枠」として、特別に予算計上をした。

［参 考：公共投資額の確保］
公共事業が国補正予算を活用し、「１５ヶ月予算」として前年度当初予算規模を上

回る額を確保した。

１４年度 １５年度［１５ヶ月予算］
○［公共枠配分事業］ １，１２８億円 → １，１７１億円（ ３．８％増）
（※対当初予算比較 １，１２８億円 → １，０３２億円（△８．５％減）

○「臨時・雇用対策特別枠」 １０１億円
うち 県 単 枠 臨時防災・雇用対策特別枠 ２０億円(合計４５０億円)

学校建設 臨時防災・雇用対策特別枠 ２０億円(合計 ９０億円)
県営住宅 臨時住宅・雇用対策特別枠 ２億円(合計 ５億円)
福祉施設 臨時福祉・雇用対策特別枠 ５９億円(合計２１５億円)
(注) 福祉施設は、事業主体の事業費ベース（県予算額は２５億円(合計９８億円)）

＊各年度の予算額と伸び率（過去２０年間） （単位：百万円・％）

年度 予 算 額 伸 び 率 予 算 額 伸 び 率

５９ ４３６，６８０ ３．１ ６ ７５６，２８０ ７．６

６０ ４５９，５８０ ５．２ ７ ７６８，３２０ １．６

６１ ４８８，２６０ ６．２ ８ ７９３，７５０ ３．３

６２ ５１４，７５０ ５．４ ９ ８３５，６８０ ５．３

６３ ５３６，１５０ ４．２ １０ ８７１，６５０ ４．３

元 ５５５，８７０ ３．７ １１ ８６０，４８０ △ １．３

２ ６０１，２１０ ８．２ １２ ８７２，６３０ １．４

３ ６３９，２００ ８．２ １３ ８７６，１８０ ０．４

４ ６６９，５８０ ４．８ １４ ８３４，６５０ △ ４．７

５ ７０２，８６０ ５．０ １５ ８２０，２３０ △ １．７
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� 公債費を除く一般歳出

（１４年度当初） （１５年度当初）

７４９，２１７ 百万円 → ７２４，１４５ 百万円

県 地方財政計画 国

１５年度 △ ３．３％ △ ２．０％ ０．１％

１４年度 △ ６．３％ △ ３．３％ △ ２．３％

� 投資的経費（普通建設事業費＋災害復旧事業費）

（１４年度当初） （１５年度当初）

２４０，２１７ 百万円 → ２２６，５１３ 百万円

県 地方財政計画 国

１５年度 △ ５．７ ％ △ ５．３％ △ ３．７％

１４年度 △ １５．０ ％ △ ９．５％ △ １０．７％

○ 普通建設事業費のうち単独建設事業費

（１４年度当初） （１５年度当初）

９４，３３９ 百万円 → ８９，７８２ 百万円

県 地方財政計画

１５年度 △ ４．８ ％ △ ５．５ ％

１４年度 △ １１．１ ％ △ １０．０ ％

（過去の伸び率）
元 １３．２％ ６ ８．５％ １１ △ ６．４％
２ ９．６ ７ ２．３ １２ △１８．６
３ ２．４ ８ ６．９ １３ △ ５．０
４ ２４．８ ９ ４．８ １４ △１１．１
５ ３７．０ １０ １．０ １５ △ ４．８

○ 普通建設事業費のうち補助事業費（直轄事業負担金を含む。）

（１４年度当初） （１５年度当初）

１４４，００１ 百万円 → １３３，６３０ 百万円

県 地方財政計画 国

１５年度 △ ７．２ ％ △ ５．０ ％ △ ３．７ ％

１４年度 △ １５．９ ％ △ ８．５ ％ △ １０．７ ％

（過去の伸び率）
元 △ １．１％ ６ △ ０．５％ １１ △ ０．６％
２ ３．４ ７ ６．２ １２ ０．８
３ △ ４．１ ８ ２．１ １３ ３．８
４ ３．２ ９ ５．５ １４ △１５．９
５ ８．４ １０ △ ５．６ １５ △ ７．２
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� 人 件 費

（１４年度当初） （１５年度当初）

２５６，２６８ 百万円 → ２５３，２９８ 百万円

県 地方財政計画

１５年度 △ １．２ ％ △ １．１ ％

（ ､ 1 .7 % ）うち 退職手当除く △

このうち 知 事 部 局 △ ３．９％

教育委員会 △ ０．８％

警 察 本 部 ０．４％

１４年度 ０．４ ％ ０．２ ％

（ ､ 0 .4 % ）うち 退職手当除く

� 公 債 費

（１４年度当初） （１５年度当初）

８５，４３３ 百万円 → ９６，０８５ 百万円

県 地方財政計画 国

１５年度 １２．５ ％ ２．５ ％ ０．８ ％

１４年度 １１．０ ％ ５．０ ％ △ ２．９ ％

【参 考 指 標】

○公債費・県債残高の状況

総 額 （１４年度当初） （１５年度当初）

公 債 費 ８５，３９９ 百万円 → ９６，０５１ 百万円

県債残高( ) １，０９４，６０５ → １，１７４，９７３年度末見込み

人口一人当たり

公 債 費 ４０，４７７ 円 → ４５，５４３ 円

県債残高( ) ５１８，８１８ → ５５７，１２０年度末見込み

（参 考）１３年度決算での一人当たり額の状況

公 債 費 ３７，２９９ 円（全国順位 ７ 位）低い方から

県債残高 ５５５，２２３ 円（全国順位 １６位）低い方から

公債管理特別会計

１５年度借換債発行額 ３１，６９６ 百万円

○起債制限比率（１３年度決算統計）

７．３％（全国順位 ４６位 全国平均 １２．３％）

※１２年度起債制限比率 ６．８％

※ 起債制限比率：県税収入など自由にその使い道を決めれる収入（一般財源）に占める
公債費の割合で、国から財源の手当( )のある分を差し引いた指標地方交付税
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３ 財 政の健全性

� 県債依存率

県 地方財政計画 国

１５年度 １５．８ ％ １７．５ ％ ４４．６ ％

（ ９．５ ９．９ )減税補てん債、臨時財政対策債、ＮＴＴ債分を除く

１４年度 １２．８ ％ １４．４ ％ ３６．９ ％

（ ９．２ １０．２ )減税補てん債、臨時財政対策債分を除く

財政構造の硬直化を避けるため、交付税算入のある有利な県債を最大限活用すると

ともに、交付税の振替えの性格を持つ赤字地方債（臨時財政対策債等）を除き予算に

占める県債依存率を極力抑制した。

１５年度起債額 １２９，７２６ 百万円

うち、一般公共事業 ４２，６７３

一般単独事業 ３１，７３９

うち、地域活性化事業 ９，７８１

防災対策事業 ４，１３１

臨時高等学校整備事業 ４，４９２

臨時地方道路整備事業 ７，４３８

� 歳入に占める県税の割合

（前年度当初） （前年度現計）

２３．６％ ２５．１％ ２３．３％

県税計上額は、法人二税が景気低迷・デフレ経済の影響を反映し、非製造業の落ち

込みなどにより約６０億円の大幅な減収、雇用情勢の悪化などによる給与所得の減少

から個人県民税も約１９億円の減収が見込まれるほか、利子割県民税で郵便局定額貯

金の預入額の減少や定期預金から普通預金へのシフトの影響を受けて約３４億円の減

収が予想されるなど、県税全体では７．６％減となる見通しである。

元 １９５，０００ １４．７％ ９ ２４０，５００ ６．９％

２ ２２０，０００ １２．８ １０ ２５１，５００ ４．６

３ ２２７，０００ ３．２ １１ ２１１，１００ △１６．１

４ ２４１，０００ ６．２ １２ ２２４，２００ ６．２

５ ２１８，０００ △ ９．５ １３ ２３１，１００ ３．１

６ ２０６，０００ △ ５．５ １４ ２０９，７００ △ ９．３

７ ２２４，０００ ８．７ １５ １９３，７００ △ ７．６

８ ２２５，０００ ０．４
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� 自 主 財 源 比 率

（前年度当初） （前年度現計）

４２．２％ ４３．２％ ４１．４％

○ 自主財源比率の推移

元 ４６．９％ ６ ４４．８％ １１ ４１．９％

２ ４７．８ ７ ４６．１ １２ ４２．２

３ ４９．５ ８ ４５．３ １３ ４３．０

４ ４９．９ ９ ４６．４ １４ ４３．２

５ ４９．２ １０ ４８．８ １５ ４２．２

※自主財源 …… 譲与税、交付税( )、交通安全対策特別交付金、国庫支特例交付金を含む

出金、県債以外の収入

� 歳出に占める人件費割合

（前年度当初） （前年度現計）

３０．９％ ３０．７％ ２９．１％

� 歳出に占める投資的経費割合

（前年度当初） （前年度現計）

２７．６％ ２８．７％ ３１．３％

� 歳出に占める公債費割合

（前年度当初） （前年度現計）

１１．７％ １０．２％ ９．９％

○ 公債費割合の推移

元 ７．１％ ６ ９．５％ １１ ７．４％

２ ６．６ ７ ６．４ １２ ８．２

３ ６．７ ８ ６．７ １３ ８．８

４ ６．５ ９ ６．８ １４ １０．２

５ ６．６ １０ ６．６ １５ １１．７
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○公債費及び県債の状況（当初予算ベース）

（単位：百万円）

年 度 公 債 費 県 債 発 行 額 県債年度末残高 備 考

６２ 41,054 47,956 269,396

６３ 40,009 ( 39,313) 51,608 296,173 注）

元 39,453 ( 32,775) 45,289 326,641 ・13、14年度末の県債

２ 39,797 ( 32,677) 45,159 346,325 年度末残高は、14年

３ 42,732 ( 25,074) 37,627 362,056 度当初予算時の見込

４ 43,420 31,216 390,388 み

５ 46,099 50,115 427,727 ・（ ）内はＮＴＴ債

６ 71,629 85,523 493,224 を除く

７ 48,845 94,949 600,053

８ 53,204 107,041 699,215

９ 56,982 115,730 778,304

１０ 57,379 115,635 888,052

１１ 63,949 126,260 968,468

１２ 71,575 111,318 1,024,280

１３ 76,966 111,609 1,065,136

１４ 85,433 106,622 1,094,605

１５ 96,085 (129,629) 129,726 1,174,973
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４ 経費の節減について

（別紙参照）４－１ 岐阜県財政の健全性について

【これまでの健全財政維持の努力】

本県では、従来から行財政改革に積極的に取り組み、徹底した経費の節減、予算

の効率的な執行を図ってきたことにより、現時点では他県に比べ健全な財政構造と

なっている。

◇ 主な取組み状況

第１次行財政改革（Ｓ６０～Ｈ２）

・平成２年度までに、職員定数の５％（２６３人）を削減

【効果】人件費削減 約１５億円、経費削減 約３億円

第２次行財政改革（Ｈ４～Ｈ７）

・平成１２年度までに５９７人分の事務事業を削減。その人員相当分を

新規・重点事業に充当

【効果】人件費削減 約４０億円、経費削減 約１０億円

第３次行財政改革（Ｈ８～Ｈ１２）

８年１０月 行財政改革基本計画の策定

１１年 ４月 県民本位のサービス行政への転換を目指した本庁組織再編

１２年 ４月 「地域振興局構想」による現地機関の再編整備

・個別の建設事業費の縮減（２０％以上の縮減を目標）

【削 減 実 績】 平成 ９年度 約 ５２億円（ ２．７７％）

平成１０年度 約 ２０９億円（ ８．５１％）

平成１１年度 約 ２２８億円（１２．８３％）

平成１２年度 約 ３０８億円（１７．６１％）

平成１３年度 約 ３００億円（１９．９３％）

計 約１，０９７億円

・公共事業の再評価の実施

【見直し実績】 平成１０年度 休止 ２ 見直し ５

平成１１年度 休止 １ 見直し ２

平成１２年度 中止 ３ 見直し ３

平成１３年度 休止 見直し １

計 ･ ６ 見直し １１休止 中止

・中間機構の統廃合

・事務事業の見直しにより経費削減

【削 減 実 績】 平成 ８年度 約 １億円

平成 ９年度 約１２億円

平成１０年度 約１０億円

平成１１年度 約７１億円

計 約９４億円
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第４次行財政改革（Ｈ１２～）

・平成１２年度から５年間で知事の一般事務部局定数の２５０人を目標に

削減（経費削減効果：年間約２２億円）

【削 減 実 績】 平成１２年度 ６７人

平成１３年度 ５５人

平成１４年度 ４６人

平成１５年度 ４８人

・行政情報システムの戦略的アウトソーシング等の推進

（推定 平成 年度～ 年度）【コスト削減】約２９.3 5 ％、約３８億５千万円 １３ １９

・行政経営品質評価の推進

・岐阜県版「行政評価システム」の推進

・施策評価結果に基づいた事務事業の見直し

【削 減 実 績】 平成１２年度 約 ９４億円

平成１３年度 約 ８９億円

平成１４年度 約１３５億円

計 約３１８億円

・個別の建設事業費の縮減（平成1 8 年度目標：３５％）

平成１３年度において２０％縮減の目標をほぼ達成したことを受け、

効率的に公共事業を執行するため、さらなる縮減を推進

（平成１３年度）◇ 岐阜県の健全財政を示す代表的な指標

経常収支比率 ７８．２％ (4 7 １ )都 道 府 県 中 低 い 方 か ら 第 位

起債制限比率 ７．３％ (4 7 ２ )都 道 府 県 中 低 い 方 か ら 第 位

地方債の発行自由化の対象団体（平成１３年度から）

地方分権一括法では、平成１８年度から地方債の発行自由化が盛

り込まれたが、財政が健全な団体については、前倒しで自由な発

行を認めている。

要 件：起債制限比率が１０％未満かつ経常収支比率が８０％

未満の団体

他の対象団体：愛媛県

◇ 少ない職員数で、全国平均並みの財政規模を維持

○低い人件費 → 県民一人当たり１２０千円

（全国第３６位 低い方から第１２位）

（大都市圏除くと低い方から第5 位）

○少ない職員 → 一般行政部門職員数人口１０万人当たり２４６．３人

（全国第３３位 低い方から第１５位）

（大都市圏除くと低い方から第5 位）

◇ 歳入の確保に最大限の努力

○有利な県債などの国の財政制度や外部資金等をフルに活用

○県税徴収率 9 6 .８％（全国第2 ０位 全国平均9 6 .2 ％）

→ 県民一人当り全国第２３位◇ 歳入確保と効率執行の結果、適正な基金を確保



- 1 4 -

４－２ 県単独補助金の整理合理化

� 廃止補助金 ２４件 ２４５，５３６千円

120,690〔例〕 ・緊急ＩＴ普及促進事業費

24,454・学校給食用牛乳供給事業費

20,640・ほほえみ相談員設置推進事業費

12,290・家畜防疫互助基金造成支援事業費

� 単独補助金で一律カットしたもの

５９件 １６，８１７千円

（参考）公共・国補つぎ足し補助金で一律カットしたもの

１０件 ６１，８７７千円

� 終期設定状況

１５年度 ３５１件 ２１，５１７，６３７千円

○ 単 年 度 限 り の も の １１件 １３８，０６０千円

○ 終 期 を 設 定 し た も の ３２０ １３，３９３，４９６

○ 終期を設定しなかったもの ２０ ７，９８６，０８１

6,902,779〔例〕 私立高等学校等・幼稚園教育振興費

213,114福祉医療助成事業費
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４－３ 施策評価等による事務事業の見直し

「行政の説明責任の徹底」と「質（効率性・有効性）の高い行政の実現」を目指し

て「施策評価システム」を平成１２年度から全庁的に導入し、自己評価による施策評

価を実施するとともに、その結果を活用（平成１５年度当初予算への反映等）してい

くため、評価分析などに基づき事務事業の見直しを実施

○ 施策評価対象事業に係る見直し額 １，４１５件 １０，４８３，４１５千円

［例］

廃 止 ・過去の活用状況と、外部資金の活用できる同様な事業を勘案し、
ＪＥＴプログラム海外青年誘致事業を廃止（△5 ,0 9 1 ）

・南飛騨１１町村に対して薬草活用についてのきっかけづくりを行
い、いくつかの団体等で自主的な取り組みが始まったため、初期
の目的を達成したと思われることにより、南飛騨薬草活用支援事
業を廃止（△2 ,0 0 0 ）

縮 小 ・時代のニーズに適応した事業の効果的な推進を図るため、商店街
活性化総合支援事業費補助金の内容を見直し、街路灯電灯料補
助、再開発計画策定補助を廃止、ハード関連事業を統合、情報化
対応補助を創設する等、補助メニューのスクラップ・アンド・ビ
ルドを実施（△1 0 ,0 1 7 ）

・ぎふクリーン農業・元気な水田営農確立条件整備事業費補助金、
飛騨美濃園芸王国総合対策事業費補助金の整理・統合を行い、ク
リーン・環境に特化した制度に組み替えを行った（△7 0 ,0 0 0 ）

充実強化 ・厳しい雇用情勢に鑑み、職業能力開発校設備整備費等補助金につ
いて、在職者の技術向上を図るための職業訓練設備機器整備支援
の充実強化を図った（4 ,2 6 9 ）

実施方法 ・人材育成からより市場性を重視した売れるものづくりに反映させ
の変更 るため、国際ファッションデザインコンテストＯＲＩＢＥ開催

を、�ホリプロと協働し、モードルオーディションと組み合わせ
た事業展開とした。

・東海地震対策の重要課題として、木造住宅耐震診断促進のための
県民へのＰＲ、未実施市町村への指導等取組み強化を図る。

○ 施策評価対象外事業に係る見直し額 ５５８件 ２，６９２，１７８千円

［例］

廃 止 ・街路交通動態調査事業の必要度を判断した結果、国からの受託事
業を取り止めた（△1 ,6 0 0 ）

縮 小 ・県庁舎及び総合庁舎における清掃委託、庁舎管理委託の契約単位
の見直し、標準仕様書及び業務要領様式を作成するとともに積算
基準を示すことにより、県庁舎運営の合理的な積算及び業務の効
率化を図った（△2 ,7 4 6 ）

充実強化 ・岐阜県型少人数指導非常勤講師設置として、その人数をＨ１４年
度１４６人→Ｈ１５年度１９１人に増員（5 3 ,8 8 7 ）

○ 標準的経費のカットに係る見直し額 ３３８，２４６千円

○ 見直し額合計 １３，５１３，８３９千円
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５ 使用料・手数料の改定等の状況

� 改定 の考 え方

前回改定から３年以上を経過するものを中心に、負担の均衡化を図る見地から、コスト比

較、他県比較などにより、真に必要なものを改定

（単位：件、千円）

使 用 料 手 数 料 計
区 分 主 な も の

（新規を含む）件 数 増収額 件 数 増収額 件 数 増収額

一般会計 保育士登録申請手数料6 14,433 13 11,874 19 26,307
39,060

看 護 大 学 授 業 料
8,018

特別会計 - - - - - -

企業会計 - - 新 生 児 介 補 料5 31,368 5 31,368
24,762

11 45,801 13 11,874 24 57,675計

２６４件� 使用料・手数料総件数

（新規を含む）１５年度改定件数 ２４件

1 3 ･1 4 年度改定件数 ５７件

非 改 定 件 数 １８３件 国が定めているもの １１件

政令等限度の定めがあるもの ２６件

そ の 他 １４６件




